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環境局長 総務部長 庶務課長 井田　淳 ２９１０１
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担当課長［業務］ 栁澤　高志 　　〃
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担当課長（技術担当） 岩瀬　宏 　　〃

担当部長
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　　田中　耕治　　287-9600
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環境局 事業所一覧 

平成２９年４月１日現在 

施   設   名 所 在 地 電  話 

南部生活環境事業所 川崎区塩浜４－１１－９ ２６６－５７４７ 

川崎生活環境事業所 川崎区堤根５２ ５４１－２０４３ 

中原生活環境事業所 中原区中丸子１５５－１ ４１１－９２２０ 

宮前生活環境事業所 宮前区宮崎１７２ ８６６－９１３１ 

多摩生活環境事業所 多摩区枡形１－１４－１ ９３３－４１１１ 

浮 島 処 理 セ ン タ ー 川崎区浮島町５０９－１ ２８７－９６００ 

堤 根 処 理 セ ン タ ー 川崎区堤根５２ ５４１－２０４７ 

王禅寺処理センター 麻生区王禅寺１２８５ ９６６－６１３５ 

入江崎クリーンセンター 川崎区塩浜３－１４－１ ２６６－２７２６ 

加瀬クリーンセンター 幸区南加瀬４－４０－２３ ５８８－４２４１ 

浮 島 埋 立 事 業 所 川崎区浮島町５２３－１ ２７７－１７３５ 

環境総合研究所 

川崎区殿町３－２５－１３ 

川崎生命科学・環境研究センタ

ー３階 

２７６－９００１ 
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（単位：千円） （単位：千円）

予 算 額 予 算 額

15 10,348 06 19,807,674

01 10,348 01 1,649,909

08 10,348 01 1,178,177

16 2,628,442 02 16,119

01　使用料 8,899 03 178,286

09 8,899 04 277,327

02 2,619,543 02 860,723

03 2,619,543 01 613,083

17 33,128 02 247,640

02 22,282 03 13,499,614

05 22,282 01 7,781,868

03 10,846 02 261,152

05 10,846 03 252,408

18 315 04 4,028,977

03 315 05 737,880

06 315 06 437,329

19 413,440 04 596,469

01 39,295 01 596,469

01 24,806 05 3,200,959

02 14,489 01 2,407,488

02 374,145 02 793,471

01 21,528 19,807,674

02 352,617

20 504

01 504

05 502

07 2

21 0

01 0

04 0

23 1,854,960

01 9

01 9

03 10

03 10

06　 1,854,941

02 1

04 49,993

08 1,804,947

24 2,965,000

01 2,965,000

05 2,965,000

7,906,137

市 債

環 境 債

環 境 費 歳 入 合 計

※一般財源以外の歳入のみを掲載

環 境 費 貸 付 金 収 入

雑 入

弁 償 金

納 付 金

雑 入

市 債

基 金 繰 入 金

環 境 費 基 金 繰 入 金

諸 収 入

延 滞 金 及 び 加 算 金

延 滞 金

貸 付 金 元 利 収 入

物 品 売 払 収 入

寄 附 金

寄 附 金

環 境 費 寄 附 金

そ の 他 寄 附 金

繰 入 金

基 金 運 用 収 入 施 設 整 備 費

財 産 売 払 収 入 施 設 建 設 費

不 動 産 売 払 収 入 環 境 費 歳 出 合 計

財 産 収 入 し 尿 処 理 費

財 産 運 用 収 入 し 尿 処 理 費

財 産 貸 付 収 入 施 設 費

県 支 出 金 焼 却 場 費

委 託 金 粗 大 ご み 処 理 場 費

そ の 他 委 託 金 廃 棄 物 海 面 埋 立 費

環 境 費 国 庫 補 助 金 ご み 処 理 総 務 費

委 託 金 生 活 環 境 普 及 費

環 境 費 委 託 金 産 業 廃 棄 物 指 導 費

環 境 手 数 料 公 害 対 策 総 務 費

国 庫 支 出 金 環境総合研究所公害研究費

国 庫 補 助 金 ご み 処 理 費

使 用 料 余熱利用市民施設運営費

そ の 他 使 用 料 環境総合研究所企画運営費

手 数 料 公 害 対 策 費

負 担 金 環 境 管 理 費

環 境 費 負 担 金 環 境 総 務 費

使 用 料 及 び 手 数 料 環 境 影 響 評 価 費

平成２９年度　一般会計当初予算（環境局関係）

（歳入） （歳出）

科　　目 科　　目

分 担 金 及 び 負 担 金 環 境 費
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主な事務分掌・事業概要
主 な 事 務 分 掌 平成２９年度の主な事業概要等

総 務 部 

【庶 務 課】 

・ 局の人事、予算及び決算に関すること。 

・ 局内の連絡調整及び事務改善に関すること。 

・ 局所属職員の研修に関すること。 

・ 局所属職員の労務管理及び安全衛生管理に関する 

こと。 

◇ 局の人事、予算及び決算の総括 

 ・局の全体調整・総括 

◇ 職員研修の実施

 ・環境局人材育成計画の策定 

・各種研修の実施 

◇ 安全衛生管理講習会の開催

 ・安全衛生管理講習会の実施 

◇ 環境功労者表彰式の開催

 ・地域環境の向上などに顕著な功績をあげた個人又は

団体を表彰（平成２９年度で２０回目） 

【環境調整課】 

・  環境基本計画に関すること。 

・  環境に係る施策の総合企画及び調整に関すること。 

・  環境教育等の推進に関すること。 

・ 生物多様性の保全等に関する計画及び総合調整に関す

ること。 

・  環境調整会議に関すること。 

・  環境審議会に関すること。 

・ 環境行政に係る情報収集及び事業の広報に関する 

こと。 

◇ 環境基本計画の推進

 ・環境行政の総合的かつ計画的な推進に向けた年次報

告書等による進行管理 

◇ 環境教育・環境学習の推進

 ・環境教育・学習基本方針に基づく人材育成の推進 

◇ 環境審議会及び環境調整会議の運営

 ・環境行政に係る重要施策を専門的に調査審議する環

境審議会の運営 

・庁内の総合的調整を行う環境調整会議の運営 

◇ 生物多様性の保全の推進 

 ・「生物多様性かわさき戦略」に基づく生物多様性の

保全の推進
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主な事務分掌・事業概要
主 な 事 務 分 掌 平成２９年度の主な事業概要等

地球環境推進室 

・ 地球温暖化対策その他地球環境保全に関すること。 

・ 国際環境施策の推進に関すること。 

・ スマートシティ構築に向けた施策の企画、調整及び

推進に関すること。 

◇ 地球温暖化対策推進計画の改定

 ・国の「気候変動の影響への適応計画」や「地球温

暖化対策計画」の策定を踏まえた、本市地球温暖

化対策推進計画の改定 

◇ 事業活動における温室効果ガス排出量削減の取組

・事業活動地球温暖化対策計画書・報告書制度の運

用 

・市内事業者エコ化支援事業の実施 

・低ＣＯ２川崎ブランド及び川崎メカニズム認証制度

の実施 

◇ 市民・事業者との協働による地球温暖化対策

・川崎温暖化対策推進会議（ＣＣ川崎エコ会議） 

・地球温暖化防止活動推進センター及び地球温暖化

防止活動推進員を中心とした普及啓発活動 

・スマートライフスタイル大賞の実施 

◇ 市役所の率先取組の推進

・「市建築物における環境配慮標準」に基づく取組

の推進 

◇「川崎市エネルギー取組方針」に基づく取組の推進

・市民・事業者等との連携による創エネ・省エネ・

蓄エネの総合的な取組の推進 

・住宅用創エネ・省エネ・蓄エネ機器導入補助制度

の実施による導入促進 

・エネルギーに関する情報発信 

◇ 気候変動適応策の推進

・「川崎市気候変動適応策基本方針」に基づく取組

の推進 

◇ 次世代自動車の普及促進

・燃料電池自動車等の普及に向けた取組の推進 

・エコドライブの普及促進 

◇ グリーン・イノベーションの取組推進

・「川崎市グリーン・イノベーション推進方針」に

基づく取組の推進 

◇ スマートシティの取組推進

・「スマートシティ推進方針」に基づく取組推進 
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主な事務分掌・事業概要
主 な 事 務 分 掌 平成２９年度の主な事業概要等 

環境評価室 

・  環境影響評価に関すること。 

・  環境影響評価審議会に関すること。 

・ 環境調査に関すること。

◇ 環境影響評価に関する技術指導及び事務手続

 ・環境影響評価に関する技術指導及び事務手続の実施 

◇ 環境影響評価審議会の運営

 ・環境影響評価審議会の事務局として同審議会の運営 
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主な事務分掌・事業概要
主 な 事 務 分 掌 平成２９年度の主な事業概要等

 環 境 対 策 部 

【環境管理課】 

・  公害関係法令等に基づく許可申請、届出の受付に 

関すること。 

・ 公害防止資金の融資に関すること。 

・  公害に係る施策の各種統計等に関すること。 

・ 公害に係る施策の企画・調整に関すること。 

・ 化学物質対策に係る調査及び施策の企画及び調整に 

関すること。 

・ 事業所における化学物質の適正管理の推進に関する 

こと。 

・ 放射線対策の推進に係る企画及び総合調整に関する 

こと。 

・ 放射線に係る情報の収集及び発信に関すること。 

・ 環境中の放射能の監視に関すること。 

◇ 公害企画調整事業 

・環境対策に関わる施策の企画、調整、広報業務 

・公害関係法令等の申請、届出に基づく許認可業務 

◇ 公害防止資金融資事業

 ・中小企業者における公害防止のための設備改善や 

低公害車の購入等の促進を図るため、資金融資の 

斡旋や利子補給の実施 

◇ 化学物質適正管理推進事業 

・環境汚染や健康への影響の未然防止を図るため、 

環境調査等を実施 

 ・事業者における化学物質の自主管理や排出量の把握

及びその削減等、化学物質の適正管理に向けた指導

の推進 

◇ 放射線対策に関する方針の企画・総合調整 

・本市「放射線安全対策指針」に基づく取組方針の 

企画及び全庁的な取組の総合調整 

・「放射線安全対策推進会議」等の庁内検討会議 

の効果的な運営 

◇ 放射線対策に係る情報の収集及び発信 

・放射線安全対策に係る情報の収集及び市ホーム 

ページ等を活用した効果的な情報発信 

◇ 環境放射線量監視事業 

・一般環境の土壌に係る放射性物質濃度の監視 
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主な事務分掌・事業概要
主 な 事 務 分 掌 平成２９年度の主な事業概要等

【大気環境課】 

・ 大気汚染、騒音、振動及び悪臭に係る防止対策及び

規制に関すること。 

・ 大気汚染に係る緊急時の措置に関すること。 

・ 主管に属する発生源の監視及び指導に関すること。 

・ 自動車排出ガスに係る道路沿道環境改善対策に  

  関すること。 

・ 自動車排出ガスの排出抑制に係る規制等に関する 

こと。 

・ 交通需要管理計画の実施、指導等に関すること。 

・ 自動車、鉄道等の移動発生源に係る騒音及び振動 

の防止対策に関すること。 

◇ 大気汚染防止対策事業 

 ・工場･事業場の大気汚染物質排出量の把握 

・ばい煙測定等立入による監視･指導など、大気汚染

の改善に向けた取組の推進 

・光化学スモッグ注意報の周知、PM2.5の高濃度予報

時の注意喚起の実施 

◇ 悪臭防止対策事業

 ・工場･事業場から発生する悪臭の測定、発生源の 

監視及び指導･助言等、悪臭問題の解消に向けた 

取組 

◇ アスベスト対策事業

・解体工事等におけるアスベストの飛散防止のた

め、立入検査による監視指導の実施 

◇ 騒音振動対策事業

・工場・事業場から発生する騒音や振動の測定、 

規制適合状況の監視及び指導・助言等、騒音振動

問題の解消に向けた取組 

◇ 自動車排出ガス対策事業 

・環境性能に優れたトラック・バスの導入助成 

・産業道路の迂回、低公害車の優先配車など、事業

者の自主的取組を促進するとともに、ディーゼル

車運行規制を実施 

・エコ運搬制度やエコドライブの普及促進 

◇ 交通騒音振動対策事業 

・自動車や鉄道などの交通騒音振動に関わる調査・ 

監視 

【水質環境課】 

・ 水質汚濁、土壌汚染、地盤沈下に係る防止対策及び

規制に関すること。 

・ 水質汚濁に係る緊急時の措置に関すること。 

・ 地下水の保全に関すること。 

・ 主管に属する発生源の監視及び指導に関すること。 

◇ 水質汚濁防止対策事業 

・河川及び海域の水質調査や工場・事業場に対する 

排水の規制適合状況の監視及び指導等 

・公共用水域の水質改善に向けた取組 

・「水環境保全計画」に基づく良好な水環境の実現

に向けた取組 

◇ 土壌・地下水汚染対策事業

・土壌汚染対策に係る監視・指導 

・地下水汚染状況の把握等 

◇ 地盤沈下調査事業 

・地下水揚水量の把握及び地盤沈下の監視 

9



主な事務分掌・事業概要
主 な 事 務 分 掌 平成２９年度の主な事業概要等

生活環境部 

【減量推進課】 

・  廃棄物の減量化及び資源化の推進に関すること。 

・  廃棄物の適正な排出の推進に関すること。 

・  環境美化推進のための普及啓発に関すること。 

・  事業系一般廃棄物の指導業務の企画に関すること。 

・  事業系一般廃棄物排出事業者に対する指導に関する

こと。 

・  リサイクルコミュニティセンターに関すること。 

・  余熱利用市民施設（局に属するものに限る。）に 

  関すること。 

◇ 普及広報活動事業 

・ごみの減量・資源化の推進、分別ルール等につい

て、多様な媒体を利用した広報の実施 

◇ 生ごみの減量・リサイクル推進事業 

・生ごみの減量・資源化を推進するため、助成金の 

交付、生ごみリサイクル活動への支援等の実施 

◇ 資源集団回収推進事業 

 ・ごみの減量・資源化を推進するため、資源集団 

回収を実施する市民団体等へ支援の実施 

◇ 飲料容器等の散乱防止啓発事業 

 ・地域の環境美化を推進するため、ポイ捨て禁止 

キャンペーン等の啓発活動の実施 

◇ 事業系一般廃棄物排出事業者指導事業 

 ・排出事業者責任の徹底を図るため、発生抑制、 

再使用、再生利用及び適正処理の指導 

◇ 余熱利用市民施設等に関する事業 

 ・ごみ焼却に伴う余熱を利用した市民利用施設 

（ヨネッティー王禅寺、堤根）の運営に係る指定管理

業務の指導・監督 

【収集計画課】 

・  廃棄物の収集に係る計画に関すること。    

・  廃棄物の保管施設に関すること。 

・  浄化槽の設置に伴う審査・検査及び維持管理指導 

の総括に関すること。 

・  公衆便所の維持管理計画に関すること。 

・  生活環境部及び施設部所属車両の整備及び管理に 

  関すること。 

◇ ごみの分別収集事業

・品目ごとに地域で決められた曜日に収集を実施 

◇ 災害用トイレ整備事業

・川崎市地域防災計画に基づき災害用トイレの備蓄の

推進 

◇ 廃棄物関係車両整備事業

・環境負荷の低減を図るため、低公害車両の導入を 

推進 
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主な事務分掌・事業概要
主 な 事 務 分 掌 平成２９年度の主な事業概要等

【廃棄物指導課】 

・ 産業廃棄物の指導業務の企画に関すること。 

・  産業廃棄物排出事業者に対する指導に関すること。 

・  廃棄物の処理業の許可及び処理業者に対する指導 

に関すること。 

・ 廃棄物処理施設の設置許可及び設置業者に対する 

指導に関すること。 

・  使用済自動車の再資源化等に関する法律に基づく 

許可及び指導に関すること。 

・ ポリ塩化ビフェニル廃棄物の規制等に関すること。 

・ 廃棄物の不適正処分の監視及び防止指導に関する 

こと。 

◇ 川崎市産業廃棄物処理指導計画推進事業

・第６次処理指導計画に基づき、産業廃棄物の減量

化・資源化及び適正処理を推進 

◇ 一般廃棄物及び産業廃棄物処理業許可事業 

◇ 一般廃棄物及び産業廃棄物処理施設設置許可事業 

・処理業者及び処理施設設置者に対する許可申請に 

係る審査及び適正処理に関する監視指導の実施 

◇ 廃棄物不法投棄防止対策事業

・監視パトロールや川崎市廃棄物不法投棄等防止連絡

協議会を活用した関係部局や警察との連携・情報交

換等により、不法投棄の防止を促進 

【廃棄物政策担当】 

・  廃棄物に係る施策の企画に関すること｡ 
◇  一般廃棄物処理基本計画推進事業

・一般廃棄物処理基本計画に基づく取組の推進 

・平成 30 年度からの一般廃棄物処理基本計画第２期行

動計画の策定 
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主な事務分掌・事業概要
主 な 事 務 分 掌 平成２９年度の主な事業概要等

【生活環境事業所】 

・  廃棄物の適正な排出の指導に関すること。 

・  廃棄物の減量化及び資源化の推進に関すること。 

・  廃棄物（し尿を除く。）の収集及び運搬に関する 

  こと。 

・  し尿の収集及び運搬並びに浄化槽の清掃に関する 

こと（南部生活環境事業所及び宮前生活環境事業所 

に限る。）。 

・  公衆便所の維持管理に関すること。 

・  浄化槽設置に伴う審査・検査及び維持管理指導に 

関すること（南部生活環境事業所及び宮前生活環境 

事業所に限る。） 

ごみの収集、運搬、ごみの減量化及び資源化 

並びに公衆便所の維持管理等の業務 

◇ 南部生活環境事業所

・所管区域 ------- 川崎区の一部 

◇ 川崎生活環境事業所

・所管区域 ------- 川崎区の一部、幸区 

◇ 中原生活環境事業所

・所管区域 ------- 中原区 

◇ 宮前生活環境事業所

・所管区域 ------- 高津区、宮前区 

◇ 多摩生活環境事業所

・所管区域 ------- 多摩区、麻生区 

し尿の収集及び浄化槽の清掃業務 

◇ 南部生活環境事業所

・所管区域 ------- 川崎区、幸区 

◇ 宮前生活環境事業所

・所管区域 ------- 中原区、高津区、宮前区、 

多摩区、麻生区 
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主な事務分掌・事業概要
主 な 事 務 分 掌 平成２９年度の主な事業概要等

施 設 部 

【処理計画課】 

・ 埋立処分料金その他の市税外収入に関すること。 

・  廃棄物の処理に係る計画に関すること。 

・  埋立処分に係る計画に関すること。 

・  事業系一般廃棄物の施設搬入計画に関すること。 

・  廃棄物に係る理化学試験に関すること。 

・  廃棄物処理事業用施設の維持管理に関すること。 

・ クリーンセンター及び処理センターとの連絡調整 
に関すること。 

・ 廃棄物処理事業用施設に係る施策の企画及び調整 
に関すること｡ 

・  廃棄物処理事業用施設の環境マネジメントシステ 
ムに係る調整に関すること。 

◇ ごみ焼却事業

 ・普通ごみなどの可燃ごみの焼却処理を実施 

・焼却に伴う熱の利用として発電した余剰電力の 

売却等を実施 

◇ 資源化処理事業

 ・分別収集した空き缶、ペットボトル、空きびん、 

ミックスペーパー及びプラスチック製容器包装に 

ついて、選別、圧縮及び梱包等の資源化処理を実施 

◇ 粗大ごみ処理事業 
 ・粗大ごみ及び小物金属の選別、処理、資源化等を 

  実施 

◇ 廃棄物鉄道輸送事業
 ・北部地域の普通ごみ、資源物、焼却灰などを南部地 

域の処理・処分施設まで運搬 
・ＪＲ貨物鉄道等を利用し、運搬効率の向上と環境 
負荷の低減を図る。 

◇ 廃棄物海面埋立事業（浮島Ⅱ期地区）
 ・浮島Ⅱ期埋立地区において、焼却灰等の埋立処分  
 を実施 
・放射性物質が検出され保管している焼却灰の試験的 
埋立の実施 

◇ 環境マネジメントシステム管理事業（ISO14001）
 ・環境負荷の低減を図るため、環境マネジメントシス 

テムを導入 

 ・現在、３処理センター全てで、自己適合宣言による 

取組みを実施 

【施設整備課】

・  廃棄物処理事業用施設の管理の総括に関すること。 

・  廃棄物処理事業用施設の整備計画等に関すること。 

・  廃棄物処理事業用施設の整備等に関すること。 

◇ 既存の廃棄物処理施設及び関連施設整備事業
 ・各処理センター・生活環境事業所及び資源化処理 
 施設等の既存施設の整備補修など 

◇ 浮島２期埋立処分場基幹的整備事業 
・排水処理設備等の基幹的整備の実施 
（平成26年～29年度） 

◇ 南部リサイクルセンター基幹的整備事業
 ・空きびん処理設備の基幹的整備の実施 
（平成28年～29年度） 

◇ 浮島処理センター基幹的整備事業
 ・ごみ焼却施設の基幹的整備の実施 
（平成29年～36年度） 
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主な事務分掌・事業概要
主 な 事 務 分 掌 平成２９年度の主な事業概要等

【施設建設課】 

・ 廃棄物処理事業用施設の建設計画等に関すること。

・ 廃棄物処理事業用施設の建設等に関すること。

◇ 橘処理センター整備事業 
・解体撤去工事を実施（平成 28年～30 年度） 

 ・建設工事を実施（平成 29年度～35年度） 

◇ 堤根処理センター整備事業 
・基本計画作成等を実施（平成 29年度～31年度） 

◇ 入江崎クリーンセンター整備事業 
・基本計画作成等を実施（平成 29年度～30年度） 

【処理センター】 

  管 理 係

・ センターの市税外収入に関すること。 

・ センターの維持管理に関すること。 

・  ごみの受入れ及び焼却灰等の運搬に関すること。 

・  動物の死体の処理に関すること（浮島処理センターに 
  限る。）。 

・  作業用被服等の洗濯に関すること（浮島処理センター 
  及び王禅寺処理センターに限る。）。        

  技 術 係 

・  センターの維持管理に関すること。         

・  焼却等設備及び附帯設備の維持管理に関すること。 

・  焼却炉等の運転計画に関すること。 

  操作第１係 
  操作第２係 
  操作第３係 
  操作第４係 
  操作第５係 
 （王禅寺処理センターは、第１係から第３係まで） 

・  ごみの焼却に関すること。 

・ 焼却設備及び附帯設備の保守管理及び運転操作に関す 
ること。 

・ 浮島埋立事業所との連絡調整に関すること（浮島処理 
センターに限る。）。 

・ ごみの積替え及び運搬に関すること（王禅寺処理セン 
ターに限る。） 

◇ 浮島処理センター
・ごみの焼却処理（ 300ｔ／日× 3基） 

◇ 堤根処理センター
・ごみの焼却処理（ 300ｔ／日× 2基） 

◇ 王禅寺処理センター
・ごみの焼却処理（ 150ｔ／日× 3基） 
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主な事務分掌・事業概要
主 な 事 務 分 掌 平成２９年度の主な事業概要等

【クリーンセンター】 

・  センターの維持管理に関すること。 

・  し尿の下水道投入に関すること（入江崎クリーン 
センターに限る。）。 

・  ごみの積替え及び運搬に関すること（加瀬クリーン 
センターに限る。）。 

・ 機械設備及び付帯設備の運転操作並びに維持管理に関 
すること。 

◇ 入江崎クリーンセンター
・し尿、浄化槽汚泥等の下水処理場への圧送施設 
（20kl／ｈ） 

◇ 加瀬クリーンセンター 
・普通ごみの中継輸送施設（ 300ｔ／日） 

【浮島埋立事業所】 

・ 廃棄物等の埋立てに関すること。 

・ 所及び埋立地の維持管理に関すること。 

・  排水処理設備の維持管理及び運転操作に関すること。

◇ 都市施設廃棄物等の海面埋立処分
・埋立対象物 

 都市施設廃棄物      ごみ焼却灰、汚泥等 

産業廃棄物（小規模事業者から発生するもの） 

              燃え殻、がれき類 
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主な事務分掌・事業概要
主 な 事 務 分 掌  平成２９年度の主な事業概要等 

環境総合研究所 

【事業推進課】 

・  所の維持管理に関すること。 

・ 環境に係る研究企画及び事業調整に関すること。 

・  所における環境教育等の実施に関すること。 

・ 国際環境施策の実施に関すること。 

・ 環境技術情報の収集及び発信に関すること。 

・ 環境に係る国際的な連携及び研究の推進に関するこ

と。 

◇ 環境総合研究所環境教育・学習事業

 ・所の施設や周辺の自然環境を活用した体験型の 

  環境教育・学習の実施及びアーカイブスペースの 

  管理運営 

◇ 国連環境計画（ＵＮＥＰ）等との連携協調事業 

 ・ＵＮＥＰと連携したアジア・太平洋エコビジネス 

フォーラムの開催や瀋陽市環境技術研修生受け入 

れなど環境技術による国際貢献の取り組みを推進 

◇ 環境技術情報の収集・発信事業

 ・川崎の環境への取り組みや経験など、優れた環境 

技術情報の収集及び国内外への発信 

◇ 国際連携・研究推進事業 

・任期付研究員制度により登用した外部人材の専門 

的知見、人的・組織的ネットワークを活用した、 

アジア諸国等との都市間連携事業及び低炭素社会 

形成や環境施策に関わる総合的な研究の実施 

【都市環境課】 

・ 都市環境に係る調査研究等に関すること。 

・ 環境技術に係る産学公民連携の推進に関すること。 

◇ 都市環境調査研究事業 

・地球温暖化対策やヒートアイランド現象に関する 

調査研究の実施 

◇ 産学公民連携事業 

・川崎のフィールドを活かした産学公民連携による 

環境関連の共同研究の推進 

【環境リスク調査課】 

・ 環境リスク評価研究等に関すること。 

・ 環境化学物質研究等に関すること。 

・ 生物学的調査研究等に関すること。 

◇ 環境リスク評価調査研究事業 

・化学物質の健康影響及び生態系への影響に関する 

評価手法の検討及び評価の実施

◇ 化学物質調査研究事業 

 ・大気環境及び水環境の環境調査・分析による環境 

汚染の実態把握 

◇ 生物学的調査研究事業 

・化学物質の生物学的試験手法の研究の実施 

・公共用水域における水生生物調査及び水質調査 
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主な事務分掌・事業概要
主 な 事 務 分 掌  平成２９年度の主な事業概要等 

【地域環境・公害監視課】 

・  大気汚染に係る測定、調査研究等に関すること。 

・ 環境中の放射線の測定に関すること。 

・  水質汚濁に係る測定、調査研究等に関すること。 

・ 地下水汚染及び土壌汚染に係る測定、調査研究等 

に関すること。 

・ 大気汚染状況の常時監視及び測定局の維持管理に 

  関すること。 

◇ 大気調査研究事業 

・工場・事業場周辺等における汚染物質等の測定・ 

調査による大気環境の実態把握・研究 

◇ 環境放射線の実態調査事業 

・市内の放射能関連施設周辺における環境放射線の 

実態調査及び土壌環境中の原発事故由来による 

放射性物質の実態調査 

◇ 水質調査研究事業

 ・工場・事業場から排出される汚染物質等の測定 

  調査及び水質改善に係る研究 

◇ 地下水及び土壌調査研究事業 

・地下水汚染及び土壌汚染に係る調査及び研究 

◇ 大気汚染常時監視事業 

一般環境大気測定局（９か所）、自動車排出ガス 

測定局（９か所）における大気汚染状況の常時監視

及び測定データの情報提供 

17


